
 

 

 

市町民の方々に防火意識の高揚、住宅用火災警報器の設置促進及び適正な維持管

理の必要性について普及啓発活動を実施しました。 

   

 

 

 

令和７年度県下一斉住宅用火災警報器普及啓発 

～ 協力役員 ～ 

有限会社 石綿商店       大日本パックェージ株式会社（２名） 

茨城急行自動車株式会社     共栄フード株式会社 

株式会社 マツダ商事      パーカー工業株式会社 

東西物流株式会社（２名）    株式会社 サンヨーケミカル（２名） 

ミライフ株式会社 

令和 7年 11月 10日（月） 

イオンタウン吉川美南 


